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平成5年11月の環境基本法の制定や平成7年4月の機

構改革による文化環境部の設置など本県の環境行政は

新たな視点に立った対応が求められることになり、文

化と環境的視点から各種施策を総合的に推進するた

め、「高知県環境基本条例」が平成8年3月26日公布施

行されました。

高知県環境基本条例の特色

（１）環境の保全に加え、創造を目的の一つに明示

したこと。

（２）「森林及び緑地の保全」、「農村環境の保全等」、

「清流の保全」など本県ならではの環境を再

評価する項目を盛り込んだこと。

（３）「都市部と中山間地域との連携の促進等」と

いう県政の重要課題である中山間地域対策を

位置づけたこと。

（４）「環境影響評価の推進」、「環境教育及び環境

学習の振興等」、「資源の循環的な利用等の促

進」などの予防的手法を位置づけたこと。

（５）環境基本計画とローカルアジェンダ21の策定

を位置づけたこと。

前文（抜粋）

私たちは、今までの経済効率優先を改め、環境への

負荷の少ない持続的発展が可能な社会を目指し、健全

で恵み豊かな環境を保全するとともに、よりよい環境

を築き、高知らしさあふれる県づくりをすべての県民

の参加により推進し、将来の世代に引き継いでいくこ

とを決意して、この条例を制定する。

第１章　総則
第１条　（目的）

この条例は、環境の保全及び創造について、基本理

念を定め、並びに県、市町村、事業者及び県民の責務

を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関す

る施策の基本となる事項を定めることにより、環境の

保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進

し、もって現在及び将来の県民の健康で文化的な生活

の確保に寄与することを目的とする。

第２条　定義

第３条　基本理念

第４条　県の責務

第５条　市町村の責務

第６条　事業者の責務

第７条　県民の責務

第８条　高知県環境白書

第２章　環境の保全及び創造に関する基本的施策
第１節　環境基本計画

第９条　環境基本計画

第２節　県が講ずる環境の保全及び創造のための施

策等

第10条　施策の策定等に当たっての配慮

第11条　環境影響評価の推進

第12条　規則の措置

第13条　助成等の措置

第14条　施設の整備等の推進

第15条　資源の循環的な利用等の促進

第16条　都市部と中山間地域との連携の促進等

第17条　森林及び緑地の保全等

第18条　農村環境の保全等

第19条　清流の保全

第20条　美しい海及び海岸の保全

第21条　環境美化の促進

第22条　良好な景観の形式

第23条　環境教育及び環境学習の振興等

第24条　民間団体等の自発的な活動の促進

第25条　情報の提供

第26条　調査及び研究の実施等

第27条　監視及び測定等

第28条　総合調整等のための体制の整備

第３節　地球環境の保全

第29条　地球環境の保全に資する行動計画の策定

等

第30条　地球環境の保全に関する国際協力等

第３章　国及び他の地方公共団体との協力等
第31条　国及び他の地方公共団体との協力等

第32条　市町村への支援

高知県環境基本条例　　（循環型社会推進課）
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高知県環境基本条例第９条に基づき、高知県の環境

行政を総合的・計画的に推進していくための道筋と具

体的施策を定める「高知県環境基本計画」を平成９年

２月に策定しました。

第１章　計画の構想
計画の位置づけ
環境の保全と創造に関する県の総合計画（マスター

プラン）

計画の期間
平成９年度（1997年度）～18年度（2006年度）まで

の10年間

計画の基本理念
（１）高知県らしさあふれる環境の保全・創造

（２）パートナーシップで築く循環型社会

（３）地球環境保全の推進

第２章　計画の目標（テーマ）
「つくろう、世界に誇れる土佐の環境

－いま、土佐の環境維新－」

第３章　現況と課題

第４章　環境の保全と創造に関する施策
基本方針
①予防的手法を重視した施策の推進

②長期的展望をもった施策の展開

③多様な施策手法の有機的連携

④文化的視点の導入

⑤中山間地域のもつ環境保全機能の評価

⑥ひとづくりを重視した施策の推進

⑦数値目標の明確化

⑧行政自らの率先実行

⑨県民総参加型の環境行政の実現

施　策
自然環境の保全と創造

すぐれた自然の保全

身近な自然の保全

生物多様性の保全

森林の保全

緑の保全と育成

美しい海と海岸の保全

自然とのふれあいの推進

農村環境の保全と創造

清らかで豊かな清流の保全

環境に配慮した砂利採取及び採石

生活環境の保全

大気環境の保全

水環境の保全

騒音・振動の防止

土壌・地盤環境の保全

公害紛争の適正な処理

公害防止体制の整備

廃棄物の排出抑制、適正なリサイクルの推進

エネルギー低消費型社会の形成

文化的環境の保全と創造

美しい景観の形成

歴史的・文化的遺産の保全

木の文化県づくりの推進

地球環境の保全の推進

ローカルアジェンダ21高知の推進

共通的施策の推進

環境影響評価の推進

環境教育・環境学習の推進

自主的な活動の促進

環境情報の整備・提供

調査・研究、適正な技術の振興等

経済的助成

県自らの率先実行

第５章　環境の保全と創造を推進するための県民、事
業者等の各主体の参加

県、市町村、事業者、県民、民間団体に期待される

役割を明記しています。

第６章　計画の推進
計画の見直し
平成20年度からの次期計画策定に向けて、現在見直

し中です。

高知県環境基本計画の
推進 （循環型社会推進課）
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施 策 方 向 項 　 目 目 標 値 現 状 値 達 成 率

1　すぐれた自然の保全 （1）   県立自然公園の県面積に占める割合

（2）   エコロード事業重点実施路線

（3）   複層林の面積

（4）   育成天然林の面積

（5）   保安林面積

（6）   保安林の整備

（7）   一人当たりの都市公園面積

（8）   木の香る道づくり事業による法面緑化

（9）   リサイクルたい肥の生産量

（10）  清流保全計画策定河川

（11） 公共用水におけるBOD/CODに係わる
　　　　環境基準値達成率

（12） 下水道普及率

（13） 農業集落排水処理施設整備対象人口

（14） 漁業集落排水処理施設整備対象人口

（15） 合併処理浄化槽の設置基数

（16） ごみの排出量

（17） 過剰包装追放推進店

（18） ごみのリサイクル率

（19） 産業廃棄物の埋立処分量

（20） 産業廃棄物の最終処分場容量

（21） 広告景観形成地区箇所数

（22） 環境教育の森の設置箇所

（23） こどもエコクラブの登録数

2　生物多様性の保全

3　森林の保全

4　緑の保全と育成

5　農村環境の保全と創造

6　清らかで豊かな清流の保全

7　水環境の保全

9　美しい景観の形成

10　木の文化県づくり推進

11　環境教育・環境学習の推進

8　廃棄物排出抑制、

　　適切なリサイクルの推進

目標設定時数値
（基準時点）

施 策 方 向 項 　 目 目 標 値 現 状 値 達 成 率目標設定時数値
（基準時点）

施 策 方 向 項 　 目 目 標 値 現 状 値 達 成 率目標設定時数値
（基準時点）

施 策 方 向 項 　 目 目 標 値 現 状 値 達 成 率目標設定時数値
（基準時点）

4クラブ
（平成7年度末）

4.7％
（平成7年度末）

1路線
（平成7年度）

176ha
（平成7年度度）

3,186ha
（平成7年度度）

86,176ha
（平成7年度末）

10.487トン
（平成7年度末）

6.5㎡
（平成7年度末）

2河川
（平成7年度）

約73％
（平成7年度）

17％
（平成7年度末）

1,000人
（平成7年度末）

600人
（平成7年度末）

10,914基
（平成7年度末）

942g
（平成6年度）

28万5千トン
（平成6年度）

82店
（平成7年度）

7.7％
（平成6年度）

0箇所
（平成7年度末）

3箇所
（平成7年度末）

5.0％

5路線

2,400ha

3,900ha

97,400ha

4,000ha

11,100トン

7.9㎡

30万㎡

4河川

約85％

約30％

約30,000人

約3,200人

31,000基

850ｇ

20％

約280万トンの最
終処分場の確保

安定型処分場
369,380㎡
管理型処分場
485㎡

25万トン

150店

88％

約28％

22,236人

1,768人

36,876基

1,057ｇ

21.6％

41,430㎡

31万3千トン

423店

103.5

93.3

74.1

55.3

119.0

80.4

108.0

79.9

282.0

4.7％

5路線

498ha

（森林改正法により廃止）

105,917ha

14,498ha

51,414トン

8.7㎡

52万㎡

4河川

94.0

100.0

20.8

108.7

362.5

463.2

109.5

173.3

100.0

（県民一人当たり）

（総排出量）

平成4年度ベース
の57万8千トンに
抑制（予測埋立処
分量から約13％
削減）

4箇所 3箇所 75.0

18箇所

100クラブ 34クラブ

16箇所 88.9

34.0

【自然環境の保全と創造】

【生活環境の保全】

【文化的環境の保全と創造】

【共通手的施策の推進】

高知県環境基本計画推捗状況
（平成18年3月現在）

※（16）（18）（19）（20）の現状値は平成16年度の数値
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高知県環境審議会は環境基本法第43条及び自然環境

保護法第51条に基づき、高知県内の環境保全に関する

重要事項等や自然環境の保全に関する重要事項を調査

審議するために設置された知事の附属機関です。

審議会には総合部会、水環境部会、生活環境部会、

自然環境部会、温泉部会の５つの部会が設置されてお

り、それぞれの所掌事務について審議をおこなってい

ます。

【各部会の所掌事務】

【審議会及び各部会の開催実績（H18年度）】
高知県環境審議会

［２９７千円］（循環型社会推進課）
［９３千円］（清流・環境課）
［２２５千円］（自然共生課）
［１４８千円］（食品・衛生課）

総合部会

水環境部会

生活環境部会

自然環境部会

温泉部会

部　会　名 所　　　掌　　　事　　　務

一　部会の審議に関する総合調整に関すること。

二　環境の保全に関する基本的事項に関する

こと。

三　前各号に掲げるもののほか、審議会の所

掌事務で他の部会の所掌事務に属しない

事項に関すること。

水質、地盤沈下その他水環境に係る重要事項

に関すること。

一　大気汚染、悪臭、騒音及び振動の防止に

係る重要事項に関すること。

二　廃棄物処理に係る重要事項に関すること。

一　自然環境の保全に係る重要事項に関する

こと。

二　県立自然公園に係る重要事項に関するこ

と。

三　鳥獣保護及び狩猟に係る重要事項に関す

ること。

温泉に係る事項に関すること。

Ｈ１９
１.２６

Ｈ１８
１１.１３
H１９.
１.３０

Ｈ１９
１.２６

Ｈ１７
３.１６

Ｈ１７
３.２７

Ｈ１８
５.２４

Ｈ１８
９.１５

Ｈ１９
１.１６

Ｈ１８
１０.２４
Ｈ１９
１.１６

環境審議会

総合部会

水環境部会

生活環境部会

自然環境部会

温泉部会

会議名開催日 議　　題

（１）環境審議会正副会長の選出につい

て

（２）部会の編成について

（３）高知県指定希少野生動植物の指定

について

（４）高知県特定鳥獣（ニホンジカ）保

護管理計画の策定について

（５）第１０次鳥獣保護事業計画の策定に

ついて

（６）高知県特定鳥獣（イノシシ）保護

管理計画（第２期）の策定につい

て

（７）高知県特定鳥獣（ニホンジカ）保

護管理計画（第２期）の策定につ

いて

（８）高知県廃棄物処理計画（平成１８年

度～２２年度）について

高知県環境基本計画の見直しについて

平成１９年度公共用水域の水質測定計画

について

高知県廃棄物処理計画（平成１８年度～

２２年度）について

（１）高知県希少野生動植物保護の基本

方針について

（２）千尋岬鳥獣保護区特別保護地区の

再指定について

（３）第９次鳥獣保護事業計画の期間延

長について

（４）高知県特定鳥獣（イノシシ）保護

管理計画の期間延長について

（５）高知県特定鳥獣（ニホンジカ）保

護管理計画の期間延長について

（１）温泉法第３条の規定による温泉ゆ

う出目的の土地掘削許可について

（２）温泉法第９条の規定による動力の

装置許可について

（１）環境審議会正副会長の選出につい

て

（２）部会の編成について

（３）高知県指定希少野生動植物の指定

について

（４）高知県特定鳥獣（ニホンジカ）保

護管理計画の策定について

（５）第１０次鳥獣保護事業計画の策定に

ついて

（６）高知県特定鳥獣（イノシシ）保護

管理計画（第２期）の策定につい

て

（７）高知県特定鳥獣（ニホンジカ）保

護管理計画（第２期）の策定につ

いて

（８）高知県廃棄物処理計画（平成１８年

度～２２年度）について

高知県環境基本計画の見直しについて

平成１９年度公共用水域の水質測定計画

について

高知県廃棄物処理計画（平成１８年度～

２２年度）について

（１）高知県希少野生動植物保護の基本

方針について

（２）千尋岬鳥獣保護区特別保護地区の

再指定について

（３）第９次鳥獣保護事業計画の期間延

長について

（４）高知県特定鳥獣（イノシシ）保護

管理計画の期間延長について

（５）高知県特定鳥獣（ニホンジカ）保

護管理計画の期間延長について

（１）温泉法第３条の規定による温泉ゆ

う出目的の土地掘削許可について

（２）温泉法第９条の規定による動力の

装置許可について



平成16年度に策定した「循環型社会をめざすための

ビジョン」で提案したもののうち、具体的な取組とし

て、県民の行う環境活動に対する支援や環境学習及び

地球温暖化防止活動の推進拠点となる「環境活動支援

センターえこらぼ」が平成18年４月からこうち男女共

同参画センター３階に開設されています。

センターの運営は、県内の環境活動を行う個人・団

体が幅広く参加したネットワーク組織である「特定非

営利活動法人環境の杜こうち」があたり、県の指定を

受けて「高知県地球温暖化防止活動推進センター」の

業務も含め、平成19年度は次の業務を行いました。

１　環境活動の支援
環境に関する情報発信、ミーティング・交流スペー

スの提供、環境活動への助成や活動へのアドバイスな

ど環境活動を行うグループやNPO団体の活動を支援し

ました。

（１）情報発信事業
メールニュースやホームページ等でイベント等の環

境に関する情報を紹介しました。

また、平成19年10月20日に「環境活動見本市」を四

万十市トンボ公園で開催し、様々な団体の活動を紹介

すると共に、参加者同士の交流を行いました。

（２）環境ホップ・ステップ・ジャンプ支援事業
環境活動を始めたい又はこれまでの活動をさらに広

げたいステップアップしたいという団体（グループ）

への助成を行いました。

平成19年度実績：14団体　2,862千円

（平成19年12月31日現在）

２　環境学習の推進
環境学習講師の紹介・派遣や学習機材を搭載した移

動環境学習車ECOまなぶの貸出しなどにより学校や地

域での環境学習の支援をしました。

また、環境省が行うこどもエコクラブ事業の県事務

局として、こども達が地域の中で楽しみながら自主的

に行う環境学習や実践活動を支援しました。

（１） こどもエコクラブ事業
こどもエコクラブ登録数：34クラブ

（平成19年12月31日現在）

こどもエコクラブ交流会が平成20年１月５日に室戸

市で開かれ、県内５クラブの児童と保護者20名の方が

参加し、それぞれの活動を発表しました。

○初月エコクラブ…生ゴミ堆肥を使用した「エコ

農園」で野菜を栽培

○ぴーちくぱーちく…牛乳パック等を使用し、飛行

機などの模型を作成

○野市小エコクラブ…温暖化防止のための緑のカー

テンや間伐材を使用したリス

の巣箱づくり

（２）環境学習講師派遣
平成19年度実績

講師派遣件数：45件（幼稚園：２　小学校：25

中学校：１　その他：17）

（平成19年12月31日現在）

高知県のこどもエコクラブ数の推移（Ｈ19.12現在）
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環境活動支援センター
えこらぼの活動

［２６,３８６千円］
（循環型社会推進課）

環境活動見本市の様子

エコクラブ交流会の様子
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（３）移動環境学習車
ECOまなぶの貸し出し（1.5tガソリン車　普通免許

で運転可）

無料で貸し出します。使用にかかる燃料は負担して

いただきますが、学校で使用される場合は燃料費も無

料とします。

平成19年度貸出実績

ECOまなぶの貸出：21回

機材のみの貸出：64回　

19年12月31日現在

（４）CO2CO2削減コンテストの実施
学校での省エネ活動を推進するため、電気・水道使

用量の削減量をCO2換算して削減割合を競いました。

高岡郡津野町では、小中学校８校全校から応募があり、

町を挙げての取組が行われました。

コンテストの対象時期：９月～12月（過去３年間の

同月期の平均値と比較）

コンテストへの参加校：29校（小学校16校・中学校

７校・高等学校６校）

（平成19年12月31日現在）

（５）普及・啓発事業の主催
キャンドルナイト（※）を夏至と冬至に行うことや、

打ち水効果大作戦、県庁正面玄関ロビーを活用したパ

ネル展など、幅広い普及啓発事業の継続的な実施を検

討しています。

※キャンドルナイトとは、電気を消すことによりゆっ

たりとした時間をつくり、地球環境について考えたり、

現代社会のライフスタイルについて見つめ直すイベン

トです。

（６）講師養成講座
①「田んぼの生きものメッセンジャー」養成講座

目ではみえにくい環境の変化を伝えてくれる田んぼ

の生きものたちを観察することで、農業と生きものの

関係性や環境の変化などを社会や子ども達に伝えてい

く講師の養成を行いました。

参加者　19人

②ナチュラルエコクッキング指導者養成講座

増え続けるゴミや水質汚染、地球温暖化等の環境問

題を食に対する意識の変化で改善できることを伝えて

いく講師の養成講座を行いました。

参加者　15人　　

エコまなぶ写真

県庁ロビー展の様子

エコクッキングの様子



例えば…「いのちに感謝！おいしく楽しいいのちま

るごと“クッキング”」 食べ物は、根や葉、皮までま

るごといただくことで“いのち”そのものを味わうこ

とができます。ゴミも出ず、地場のものをいただくこ

とで輸送エネルギーの削減にもなります。

地球温暖化防止活動推進センターの活動

（１）高知県地球温暖化防止活動推進員
県では、地域で率先して温暖化防止の活動に取り組

み、普及啓発を行う地球温暖化防止活動推進員（以下、

推進員）を平成18年度に20名、平成19年度には21名委

嘱しました。推進員は、自らの活動や、県や市町村な

どが行う地球温暖化防止に関する行事などへの参加を

通じて、県民のみなさんに地球温暖化の現状やその対

策についての知識を広め、身近なところから温暖化防止

活動に取り組めるようアドバイスやお手伝いをします。

地球温暖化防止活動推進センターでは、県から委嘱

されている推進員の研修を行うなど活動をサポートし

ています。

（２）高知県省エネマイスターの誕生
高知県では、地球温暖化防止の有効な手段として省

エネ家電の普及を図るため、「高知県省エネマイスター」

の登録を行いました。

「省エネマイスター」とは、省エネ家電の知識を習

得し、地球温暖化防止を全体的な視点から考えること

ができる方々です。特定非営利活動法人環境の杜こう

ちが環境省の委託を受けた「省エネ家電普及啓発モデ

ル事業」の中で養成講座を行い、そこで誕生しました

「省エネマイスター」を高知県が登録しました。

（３）家庭版コツコツ（CO2CO2）電気削減コンテストの実施
身近なエコで「CO2削減」ということで、高知県内

の家庭を対象に、電気使用量を前年同月と比較し、削

減率を競いました。

約300名の申請があり、上位10名の方々が表彰され

ました。１位の方は67％削減されています。

削減方法の例

・ エアコンの使用を見直し、「アイスノン」で暑い夜

を過ごす。

・ こまめに電気を消す。 など

高知県の環境政策
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推進員研修の様子

登録証授与式の様子

省エネマイスターのステッカー
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（６）地球温暖化防止フォーラムの開催
平成19年12月23日に「地球温暖化防止フォーラム」

を開催し、海水面の上昇で水没危機のツバル諸島の実

情などから地球温暖化を考える講演や、コツ（CO2）

コツ（CO2）電気削減コンテストの表彰式などを行い

ました。

環境活動支援センターえこらぼ
（高知県地球温暖化防止活動推進センター）
場所：ソーレ3階（77.72㎡）
利用時間（日曜日閉館）
月～土：9:00～20:00
TEL 088-802-2201

FAX 088-802-2205

E-mail center@ecolabo-kochi.jp 

URL  http://ecolabo-kochi.jp

（４）コツコツカツコツキャンペーン（温暖化対策
「一村一品・知恵の環づくり」事業）の実施

「一村一品・知恵の環づくり」事業とは、全国各地

での地球温暖化対策を掘り起こし、全国的な盛り上が

りをつくろうと環境省が19年度から実施しています。

県センターもキャンペーンを実施し、取組のコンテス

トを実施しました。

15団体から申請があり、県大会で各団体のプレゼン

テーションが行われ、県代表が選出されました。

高知県代表

「高知大学同好会　こどもの森

環境劇を通じた温暖化対策の普及啓発」

（５）省エネ住宅の普及啓発
住宅の新・改築時に“高知県の特色を活かした省エ

ネの住まい”を普及する省エネ住宅アドバイザー養成

講座を実施しました。

自分に合った土佐の家づくりや快適な住まい方など

をパンフレットやイベントなどで普及啓発を図りました。

※住まい方の工夫でできる省エネの一例

①暑さの解消

・西面、南面の窓にカーテンやすだれ。

・エアコンの効率を良くするために扇風機を活用。

②寒さの解消

・厚手のカーテンや窓に断熱シートを貼る。

・窓の隙間に補修テープを貼る。

プチ省エネ対策

プチプチシート：窓ガラスにプチプチシートをは

り、断熱効果を上げることができます。貼るときのコ

ツは、凸面を窓の内側（室内側）ガラス面に貼ること

です。冬暖かく、外からの目隠しにもなります。

地球温暖化フォーラムの様子　参加者約１２０人

プチプチシートの活用で断熱効果



高知県では、地域で率先して温暖化防止の活動に取

り組み、普及啓発を行う地球温暖化防止活動推進員

（以下、推進員）を委嘱しています。推進員は自らの

活動や、県や市町村などが行う地球温暖化に関する行

事などへの参加を通して、県民の皆さんに地球温暖化

の現状やその対策についての知識を広め、身近なとこ

ろから温暖化防止活動に取り組めるようにアドバイス

やお手伝いをします。

また、推進員は高知県地球温暖化防止活動推進セン

ターが行う推進員研修を受講することで、温暖化に関

する理解を深めるとともに、普及啓発の方法について

も勉強しています。

【平成18年度の事業概要】
「高知県環境基本計画」の３つの基本理念

１ 高知らしさあふれる環境の保全・創造
２ パートナーシップで築く循環型社会
３ 地球環境保全の推進

に基づいて実施する次の事業で、環境の保全と創造に

効果が認められるハード事業及びソフト事業を対象に

「高知県豊かな環境づくり総合支援事業費補助金」を

交付しています。

①自然環境の保全と創造

②生活環境の保全

③文化的環境の保全と創造

④地球環境の保全の推進

⑤①～④に共通する施策の推進

［補助金交付先］市町村等及びNPO

［補助率］ 市町村等　補助対象経費の1／2以内

NPO 定額

［補助限度額］ 市町村等　100千円以上～5,000千円まで

NPO 100千円超～2,000千円まで

【平成19年度の事業概要】
循環型社会づくりビジョンの実現に向けて、市町村

等（県内の市町村、一部事務組合など）が、県の環境

政策と連携した取組（以下の５つの方向性）を県内で

行うハード及びソフト事業に要する費用に対して補助

を行います。

［H１９予算　１２,５５５千円］
（循環型社会推進課）

１ 自然環境を守る取組
２ ゴミ問題への取組
３ 地球温暖化対策への取組
４ 環境学習の推進
５ 環境ビジネスの推進

［補助金交付先］市町村等

［補助率］ 市町村等　補助対象経費の1／2以内

［補助限度額］ 市町村等　100千円以上～5,000千円まで

※H19から、NPOは補助対象ではありません。

高知県の環境政策
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地球温暖化防止活動
推進員の活動

（循環型社会推進課）

豊かな環境づくりの支援
（豊かな環境づくり総合支援事業）

［３０,０６６千円］
（循環型社会推進課）

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

40

34

17

15

22

13

23

23

補助件数年度 補助金額（千円）

101,823

99,105

91,268

56,619

57,888

46,146

39,668

26,548

温暖化防止活動推進員研修状況
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老人ホーム等生ゴミ処理装置導
入事業

安田川清流保全推進事業

香美市地球温暖化対策実行計画
策定事業

宿毛市「花街道みんなできれい
にする事業」

竜串湾オニヒトデ等駆除事業

竜串湾サンゴ再生事業

パートナーシップで築く環境自
治体づくり研修会

横浪半島生物総合調査事業

剣山山系から西部へのツキノワ
グマの分布拡大予測と森林保全
策の提案

森の拠点づくり推進事業

ハイブリッド街路灯整備事業

かわうそのまちづくり事業

おおど地区憩いの水辺づくり事業

ＥＭ活用環境づくり事業

清水まるごと浦島太郎化大作戦

滅びゆく野生生物展

マイハシ作り・講演会

舟入川ウォーキング

日高菜の花エコプロジェクト啓
発事業等

お菊の滝整備事業

島の美術館

ため池の整備等

平成１８年度枝谷川護岸改修工事

ロードキル発生防止策提案事業

四万十町登録有形文化財調査

バイオトイレの建設

ごみのない物部川をつくる

事業名 事　　業　　概　　要

H18採択事業
事業実施者 総事業費 補助金額

事業費

いの町総合保健福祉センター内に排水型生ゴミ処理施設を設置し、センター
内、特別養護老人ホーム、喫茶店、保育所等近隣施設から排出される食物残
渣を微生物処理を実施。

安田川の水質環境等の現状を把握し、清流保全計画の策定に繋げていく。ま
た、住民や関係団体等との連携・協力により安田川の自然を守る取組を進め
る。水質モニタリング調査、付着藻類調査、水生生物調査の実施。

地球温暖化対策実行計画策定事業では、香美市庁舎だけではなく、その他公
共施設などで使用する電気・燃料などのエネルギー使用量から温室効果ガス
の排出量を算定して送排出量を把握し、その削減目標や取組を決めた。

市道等の草刈、清掃、花壇の設置、プランターの設置、花の種まき、苗の植
栽、活動団体の表示団体の設置。

ボランティアダイバーによるオニヒトデ・ヒメシロレイシガイダマシの駆除
及び監視・観察・調査の実施。

竜串海中公園地区の岩礁上部へサンゴ移植・サンゴ上の泥土の除去・竜串の
海中海底の清掃観察・ガンガゼ、ナガウニ等の駆除及びサンゴ再生・保護に
付随する業務の実施。

環境首都コンテストの先進事例で取り上げられた自治体を取材したＤＶＤを
視聴し、そのうち、小さな町で住民とのパートナーシップを実現した自治体
担当者から事業内容や実施の家庭で気づいた点、課題と思った点や今後への
展望などを発表し、環境NGOからはそれぞれの調査活動から自治体と住民と
のテーマに沿ったセッションと参加者からの質問について討議した。

県立横浪自然公園において生物総合学術調査を実施し、得られた結果を平成
１９年３月に高知市内で開催予定の写真展において公表し、同公園に生息する
生物について広く一般に紹介するとともに、同地域の今後の有効利用を検討
する基礎資料の収集。

剣山山系から西部にかけて連続して分布するツキノワグマの行動圏や季節的
な環境を明らかにするために、捕獲個体に首輪方発信機を装着し、行動追跡
調査を実施。また、自動撮影装置を本種の通り道に設置し、生息個体を個体
識別し、剣山以西における分布状況を把握する。その他、ツキノワグマの分
布拡大予測を行い、森林保全策を検討。

自然環境保全の学習・啓発活動の仕組みづくりの推進（環境啓発イベントの
実施、エコツアーシステム、メニューづくり、受入体制の充実・強化）。自
然・環境教育のフィールドづくりの推進（森の楽園周辺施設の整備、北山風
の里公園関連施設の整備）。

地球温暖化防止に向けて、Ｈ１４に策定した「安芸市地域新エネルギービジョ
ン」に基づく伊尾木地区における３箇所のハイブリッド街路灯（風力と太陽
光発電）の設置を行い、併せて、自然エネルギーの教材として啓発の実施。

「すさき野外博物館」を年４回開催し、須崎市内の様々な生物の観察会や講座
を実施するとともに、「いきものマップ」を作成し、環境学習の資料・教材に
活用するもので、須崎市の豊かな自然環境の再生及び保全に対する意識啓発
を実施。

レッドデータブック種であるミナミヤンマが飛遊する事業実施予定地でその
保護と育成を図るとともに、その他の水生昆虫の環境整備としてビオトープ
池を整備を実施。

市内３箇所において、有用微生物（EM菌）を活用した米のとぎ汁活性液及び、
EMぼかしづくりの講習会を開催し、環境改善方法の普及啓発を実施。

足摺岬、竜串、見残し、大岐浜、下ノ加江浜の美化清掃を行い、自然環境を
清潔に保持してウミガメの保護や、市民や利用者に自然環境保全や美化推進
の意識をもつように啓発活動を実施。

高知県で絶滅の危機に瀕している動植物を写真、標本、映像、剥製等で展示
し、また高知県の自然環境や野生生物への脅威となる自然状況など解説を行
うとともに、希少野生動植物保護条例の説明、啓発の実施。

マイハシ作り（箸と箸袋）と講演会（深刻化する森林破壊の現状と地球温暖
化について）を開催し、森林の大切さ、日常生活の大量使い捨てというライ
フスタイルを転換など啓発の実施。

舟入川（物部川より取水された農業用水路）の現状、役割を知り、水の大切
さを多くの一般住民に理解してもらい、その必要性を再認識にてもらうため、
舟入川沿線（８km）のウォーキング、及びイカダ下り等を実施。

日高村内で廃食油を回収してせっけんや経由代替燃料にリサイクルするとと
もに、なぜそういったことが必要なのかを環境学習を通して広め、村民全体
の環境意識を高めるため日高菜の花プロジェクト（啓発、整備、学習、栽培、
菜の花祭り、講演会）を実施。

播州皿屋敷（お菊伝説）のお菊が身投げしたといわれる滝壷再生や歩道整備
を自然環境に配慮した工法など用い整備し、あわせて播州皿屋敷の紙芝居や
環境に配慮した歩道整備と石工技術などの継承を伝えていく活動を実施。

大月町柏島において、柏島スライドショーとお話、島内散策撮影、作品作り、
作品の思いのシェアなど行う。環境の大切さを写真を通して気付き、考える
ことで自然環境だけでなく、生活環境も含んだ環境への意識向上啓発を実施。

住民行政が一体となり、農地、林地等の資源を地域協働で整備し、森林機能
の保全、増進を図る。約５ha区域内において、ため池の整備、作業・散策道
の整備、ログ風休憩所の建築、混交林への誘導整備などを実施。

自然環境の保全再生を図るため、水生生物などが生息しやすい環境に配慮し
た環境保全型工法による河川改修を行うとともに、次世代を担う学童に対し
て、本水路を活用した課外活動の実施のためのパンフレットを作成。

高知市、土佐市等の８市町村内において、野生動物交通事故発生状況調査を
実施し情報収集・データベースを作成して、成果について講演会等で啓発。

町域において約２５箇所の地域の個性的な建造物を国登録有形文化財候補物件
として四万十町を経て国に登録申請し、四万十の自然景観の中での文化観光、
見学、滞在型の交流拡大を図り、住民参加による四万十町の豊かな環境づく
りを実践。

当校は環境教育・エネルギー教育への取り組んでおり、生活環境の保全なら
びに地球環境の保全の推進を進めており、バイオトイレを建設。学校のみな
らず広くPTAの環境活動や循環型社会を推進。

物部川上下流において、ゴミ収集や草刈等の河川美化活動を流域住民や関係
団体と実施するとともに、環境美化意識の啓発を行い、ゴミのない物部川を
つくる活動を展開。

いの町

安田町

香美市

宿毛市

土佐清水市

土佐清水市

くらしをみつめる会

NPO法人四国自然史科
学研究センター

NPO法人四国自然史科
学研究センター

津野町森の拠点づくり運
営委員会

安芸市

須崎市

土佐清水市

土佐清水市

土佐清水市

滅びゆく野生生物展実行
委員会

『みんなの未来』高知

舟入川ウォーキング実行
委員会

日高ニコ2エコ応援団

しまんと黒尊むら

NPO法人黒潮実感セン
ター

NPO法人窪川里山を守
る会

奈半利町

NPO法人四国自然史科
学研究センター

奥四万十の元気源流大正
美人の会

高知市立朝倉第二小学校
PTA

ごみのない物部川をつく
る連絡会

2,719

3,240

2,205

1,206

247

1,000

743

2,000

2,455

1,102

3,076

400

1,000

461

2,238

715

301

652

1,763

2,062

753

2,430

2,336

628

1,888

924

283

38,827

1,359

1,620

1,102

600

100

500

743

2,000

2,000

1,052

1,538

200

500

230

1,119

715

280

428

1,700

1,945

747

2,000

1,155

627

1,505

500

283

26,548合　　計 ２３　　件
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環境先進企業との協働の森づくり事業
森林は地球温暖化の原因となる二酸化炭素（CO2）

吸収機能をはじめとした、様々な「力」を持っていま

すが、現在は木材価格の下落などから手入れが行き届

かなくなり、その機能を十分に発揮できない状況にな

っています。

「環境先進企業との協働の森づくり事業」は、環境

問題に積極的に取り組んでいる企業と地域とが協働し

て「森林整備」と「交流」を柱とした取り組みを行う

ことで、現在手入れの行き届かない状況となっている

森林（人工林）の再生を進めようとするものです。

企業等から提供のあった協賛金を活用し、協定の対

象となった森林（協定森林）の手入れ（主に間伐）を

進めるとともに、協定森林を活用して、企業と地域と

の交流を行ったり、企業の社員による体験型の環境研

修の実施などを進めます。

【CO2吸収証書の発行】
協定森林において吸収する二酸化炭素量を京都議定

書に準じて算定し、「CO2吸収証書」を発行しました。

平成19年度実績　3件

企業と地域による「森の力」の
再生に向けた取組 （循環型社会推進課）

「森の力」ロゴマーク



高知県の環境政策

15

高
知
県
の
環
境
政
策

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

いの町・三井協働の森

たっすいがは、いかん！の森

やなせ水源の森

四万十　よんでんの森

私の青空　高知龍馬空港・梼原の森

“もったいない”未来に夢をつなぐ森

ＪＴの森奈半利　～サンゴを守る森～

いの町　太陽が育む森

損保ジャパン・いきいき共生の森

トヨタ車体グループの森

コープ自然派の森

未来を鏡に～四銀絆の森

ルネサスの森

住友大阪セメント～須崎 未来を拓く森

高知トヨペットの森

Ｋａｗａｓａｋｉ－仁淀川学びの森

三菱ＵＦＪ信託・「想い」をつなぐ森

コクヨ－四万十　結の森

日本興亜・畑山の森林

「富士通グループ・中土佐　黒潮の森」

「モア・トゥリーズの森」

「ＦＯＲＥＳＴＹＯ」

「四万十ハートの森」

「日本道路の森」

三井物産株式会社

キリンビール株式会社

電源開発株式会社

四国電力株式会社

全日本空輸株式会社（ANA）

矢崎総業株式会社

日本たばこ産業株式会社（JT）

太陽石油株式会社

株式会社損害保険ジャパン

トヨタ車体株式会社

生活協同組合連合会コープ自然派事業連合

株式会社四国銀行

株式会社ルネサステクノロジ高知事業所

住友大阪セメント株式会社

高知トヨペット株式会社

川崎重工業株式会社
カワサキプラントシステムズ株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社

コクヨ株式会社

日本興亜おもいやり倶楽部
（日本興亜損害保険株式会社）
富士通グループ
（富士通株式会社、株式会社富士通四国
システムズ、株式会社富士通四国インフォ
テック、株式会社富士通エフサス）
有限責任中間法人　more trees
（坂本龍一理事他）

一青　窈

株式会社ハート

日本道路株式会社

いの町

四万十町

馬路村

四万十町

梼原町

梼原町

奈半利町

いの町

馬路村

南国市

土佐町

高知市

香美市

須崎市

土佐市

仁淀川町

大豊町

四万十町

安芸市

中土佐町

梼原町

中土佐町

四万十町

梼原町

 ３年 （H１８.５.２３～）

 ３年 （H１８.５.２４～）

 ５年 （H１８.７.２５～）

 ５年 （H１８.９.８～）

 ３年 （H１８.１０.１９～）

 ５年 （H１８.１０.２４～）

 ５年 （H１８.１１.１～）

 ３年 （H１８.１１.９～）

 ３年 （H１９.１.２４～）

 ３年 （H１９.２.９～）

 ３年 （H１９.２.１４～）

 １０年 （H１９.３.１５～）

 ５年 （H１９.３.２６～）

 ５年 （H１９.４.２０～）

 ３年 （H１９.５.７～）

 ３年 （H１９.５.１８～）

 ３年 （H１９.６.１４～）

 ９年 （H１９.７.２３～）

 ３年 （H１９.８.６～）

 ３年 （H１９.１０.２２～）

 ３年 （H１９.１１.３０～）

 ３年 （H１９.１２.３～）

 ３年 （H２０.１.２４～）

 ３年 （H２０.２.１３～）

NO 森の名前 企業・団体名 所在地 協定期間

『パートナーズ協定』締結一覧表（H２０.２月末現在）



実施した取組
高知県産の木材を公共建築施設や公共土木工事に、

積極的に利用するために、県有施設は原則、木造とす

るなどの「県産材利用推進方針」を平成16年10月に策

定し、それに基づき県の率先行動計画である「県産材

利用推進に向けた行動計画」を平成17年４月に定めま

した。

県発注の公共土木工事での木材使用量を県全体で、

年間5,550m3とするなど具体的な数値目標を掲げ、知事

をトップとする県産材利用推進本部において進捗管理

を行いながら平成17年度から平成21年度までの５年

間、取り組むこととしています。

【平成18年度取組】

○ 公共建築施設の木造化

県有施設（目標100％）

Ｈ18実績：８件中→６件木造化

達成率75％

○公共土木工事への木材利用

県発注工事（目標5,550m3）

H18実績：5,067m3

達成率91.3%

実施しようとする取組
今年度も引き続き、「県産材利用推進に向けた行動

計画」に掲げる目標値の達成に向けて、地域ごとに発

足している地域推進会議等を通じて、県出先機関及び

市町村が発注する公共土木工事等の木材利用の推進を

はじめ、民間への木材利用を推進するための、情報収

集や民間事業者が整備する公共的施設等の木造化を要

請するなどの取組を行っていきます。

県産木材で整備されたJR高知駅舎の大屋根（くじらドーム）

木製車道橋（梼原町）

県産材利用推進に向けた
行動計画への取組

（木材産業課）
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【環境影響評価（環境アセスメント）制度とは】

環境アセスメントとは、開発事業の内容を決めるに

当たって、それが環境にどのような影響を及ぼすかに

ついて事業者自らが調査、予測、評価を行い、その結

果を公表して国民、県民などから意見を聴き、それら

を踏まえたうえで環境への配慮を行う制度です。

【国・県の制度の状況と運用】

環境影響評価法が平成11年6月に、また、県では平

成11年10月に環境影響評価条例を施行し、それぞれの

制度に基づき環境アセスメントの手続きが実施されて

います。

環境影響評価法に基づき手続きを実施した開発事業

を表1に、また、高知県環境影響評価条例に基づき手

続きを実施した開発事業を表2に示します。

表1 【環境影響評価法に基づく
環境アセスメント実施状況】

表2 【高知県環境影響評価条例に基づく
環境アセスメント実施状況】

用語解説
方法書
環境アセスメントの調査の方法などを示した計画

準備書
方法書に元づき、調査・予測・評価した結果

評価書
準備書に対する意見を検討・反映した環境アセスメントの最終結果

詳しい情報は、下記URLに掲載しています。

http://www.pref.kochi.jp/̃junkan/assess/assesstop.html

また、表3に同条例の対象事業一覧表を示します。

環境影響評価制度 ［213千円］
（循環型社会推進課）

事業の名称
太平洋セメント土佐工場発電所

３号発電設備建設　　　　　　

建　設　地 高知市孕西町

事業者名 太平洋セメント（株）

規　模　等 火力発電所　出力１６７,０００kw

方法書受理年月日 H１１.８.３０

準備書受理年月日 H１３.１２.１２

評価書受理年月日 H１４.１２.１８

事業の名称

建　設　地

事 業 者 名

規　模　等

方法書受理年月日

準備書受理年月日

評価書受理年月日

一般国道４９３号

東 洋 北 川 線

東洋町～北川村

高　知　県

地域高規模道路

４車線約７km

H１２.６.２９

　

　

都市計画道路

窪川佐賀線

窪川町

（現四万十町）

佐賀町

（現黒潮町）

国土交通省

※アセス主体は

高知県

（都市計画決定権者）

一般国道

自動車専用道路

２車線約１７km

H１２.１０.２３

H１５.１２.１１

H１６.１１.２

〜
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対象事業の種類 第１種事業 第２種事業

①道　路

一般国道、県道、市町村
　　　　〃
林道
農道

４車線・１０km以上
　ー
幅員６.５m・２０km以上
　ー

４車線・５km以上１０km未満
２車線・１０km以上（特別地域）
幅員６.５m・１０km以上２０km未満
２車線・１０km以上（特別地域）

⑥廃棄物
　処理施設

最終処分場
一般廃棄物焼却施設
産業廃棄物焼却施設
し尿処理施設

面積３０ha以上
処理能力１００t／日以上
処理能力１００t／日以上
処理能力１００kl／日以上

面積１５ha以上３０ha未満
　ー
　ー
　ー

②河　川
ダム
堰
放水路

貯水面積１００ha以上
湛水面積１００ha以上
土地改良面積１００ha以上

貯水面積５０ha以上１００ha未満
湛水面積５０ha以上１００ha未満
土地改良面積５０ha以上１００ha未満

③鉄　道
普通鉄道
軌道

長さ１０km以上
長さ１０km以上

長さ５km以上１０km未満
長さ５km以上１０km未満

⑨工場又は事業場
　（製造業、ガス供給業、熱供給業）

最大排ガス量４万Nm３／時以上
又は平均排水量１万m３／日以上

　ー

⑯複合開発事業（上記※のものを
　併せて複合実施するもの）

各事業の面積比の合計が
１以上のもの

面積の合計５０ha以上

⑩畜産施設
飼育頭数５０００頭以上
飼育頭数５００頭以上

　ー
　ー

⑤発電所
水力発電所
火力発電所（地熱以外）

豚舎
牛舎

出力３万kw以上
出力１５万kw以上

出力１.５万kw以上３万kw未満
出力７.５万kw以上１５万kw未満

④飛行機 　 滑走路長２５００m以上 滑走路長１２５０m以上２５００m未満

⑪土又は岩石の採取 面積５０ha以上 　ー

⑫土地区画整理事業 ※ 面積１００ha以上 面積５０ha以上１００ha未満

⑬流通業務団地造事業 ※ 面積１００ha以上 面積５０ha以上１００ha未満

⑭宅地の造成 ※ 面積１００ha以上 面積５０ha以上１００ha未満

⑮レクリエーション施設 ※ 面積５０ha以上 　ー

⑰港湾計画 埋立・堀込み面積１５０ha以上

⑦公有水面の埋立て及び干拓　 面積５０ha超 面積２５ha以上５０ha以下

⑧下水道終末処理場　 計画排水量２万km３／日以上 　ー

表3　【高知県環境影響評価条例の対象事業等一覧】

〈注１〉　「第１種事業」とは、必ず環境影響評価の手続きを行う事業、「第２種事業」とは、環境影響評価の手続きが必要かどう
　　　　かの判定を知事が行う事業をいいます。
〈注２〉　「特別地域」とは、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律、自然公園法、自然環境保全法等で指定等が行われた
　　　　地域をいいます。
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県庁では、その活動の環境に対する影響が大きいこ

とや県民・事業者・市町村に対しても自主的・積極的

な行動を求めるためにも、自らが事業者・消費者とし

て、物品の購入、庁舎の維持・管理、その他の行政事

務の執行に際し、率先して環境保全に関する取組を進

める必要があります。

このため、平成10年7月に「高知県環境保全率先行

動計画」を策定し、自らが地域における事業者・消費

者として、毎日の仕事を進める中で環境保全に取り組

んでいます。

【出先機関等（県立病院・警察除く）での取組状況】

注）…温室効果ガス総排出量は、平成18年3月に改正された新しい排出
係数及び算出方法に基づき算出しています。

本庁舎・西庁舎・北庁舎については、「エコオフィ

ス活動」と「環境に影響を及ぼす庁舎設備の管理運用」

を対象とした環境マネジメントシステムを用いて、高

知県環境保全率先行動計画に取り組んでいます。

平成12年2月にISO14001の認証を取得し運用をして

きましたが、これまでの経験をもとに県独自の新マネ

ジメントシステムを構築することとし、平成19年３月

末で認証登録を終了しました。

平成19年度については、従来のシステムの運用を継

続しながら新システムの構築に取り組み、平成20年4

月に移行する予定です。

～　環境マネジメントシステム　～
環境マネジメントシステムとは、企業や自治体

などが「環境」に対する経営方針や事業方針を組
織的・計画的に実行し、その成果を見直して継続
的に改善していく「管理技術の仕組み」のことで
す。
この目的は、事業の活動、サービス等から生じ

る環境負荷や環境リスクを軽減することです。

～　エコオフィス活動　～
エコオフィス活動とは、事業所内で行う業務が

環境に与える影響を低減していこうとする取組
で、具体的には、電気使用量の削減・節水の促
進・用紙類の使用量の削減・環境負荷の少ない製
品や原材料の購入の促進・職員への環境に関する
研修の実施などの取組です。

【ISO対象職場での取組状況】

注）…温室効果ガス総排出量は、平成18年3月に改正された新しい排出
係数及び算出方法に基づき算出しています。

高知県庁での取組

高知県環境保全
率先行動計画の推進

（循環型社会推進課）

９１%以下

１００%以下

８９%以下

公用車の燃費
１２.５km/Ｌ以上

１００%以下

１００%以下

１００%以下

基準年
（平成１０年度）
の９４%以下

３０,５９０,１４９
（９５.７%）
７１２,２２１

（１００.３%）
５０,９９７,０５６
（１０８.５%）
４８８,７１６
１４.２

７４,３０６
　（８９.０%）
４３３,６８０

（７３.１%）　
５７１,４３０
（５９.１%）
１７,４８８.０
（９１.４%）

（対１０年度比）

３１,９７９,１８４
　

６９０,４６４
　

４７,００９,０８４
　

５１６,８７５
　

８３,４９２
　

５９３,４３０
　

９６６,５１４

１９,０９４.２
（平成１０年度）

実績

電気使用量
（kwh）
水使用量
（ｍ３）

コピー用紙購入量
（Ａ４換算枚数）
ガソリン
（リットル）
ＬＰガス
（ｍ３）
灯油

（リットル）
Ａ重油

（リットル）
温室効果ガス
総排出量（トン）

（二酸化炭素換算）

項　　　　目 平成１８年度
（対1４年度比） 

平成１９年度末
における目標
（対１４年度比）

平成１４年度
 （基準年） 

９６%以下

１００％以下

９５%以下

公用車の燃費
１２.５km/Ｌ以上
１００%
以下

（ISO１４００１
では目標
設定なし）

３,８０５,８０７
（９２.８%）
２６,３７０

（９７.６%）
３０,６７０,４５０
（９９.９%）

１２８,６５７.４
  １３.２km/L
２６６,１５９
（８２.９%）
２,９３３.６

（７４.２%）
（対１０年度比）

４,０９９,０３４

２７,０１３

３０,６９３,５７５

１１７,６７７

３２１,０２８

３,９５３.４
（１０年度実績）

電気使用量（kwh）

水使用量（ｍ３）

コピー用紙購入量
（Ａ４換算枚数）

ガソリン（リットル）

都市ガス（ｍ３）

温室効果ガス
総排出量（トン）

（二酸化炭素換算）

項　　　　目 平成１８年度
（対１６年度比）

平成１９年度末
における目標
（対１６年度比）

平成１６年度
（基準年）

県庁《本庁舎・西庁舎・北庁舎》
のエコオフィス活動 （循環型社会推進課）（管財課）



平成13年２月15日から本庁舎屋上（約2,000㎡）に降

った雨を雨桶を使って集水し、地下貯留槽に貯水して

います。県庁周辺のわき水と合わせてポンプで本庁舎

屋上に新設した雨水利用高置水槽にくみ上げ、本庁

舎に21カ所あるトイレに配水し洗浄水として利用して

います。

地下貯留槽として、使われなくなった旧蓄熱槽や、

旧浄化槽と配管などの遊休施設を活用しています。こ

のため事業費も約1,500万円と安価に抑えることができ

ました。

平成19年度実績で約9,000トンだったトイレ洗浄水の

約70％を雨水等でまかない年間220万円程度の節減に

なっています。

見直しの主旨について
温室効果ガスの削減は、国をあげて取り組んでおり、

高知県組織においても全体で緊急的に有効な温室効果

ガス削減対策へ向けた仕組みづくりが必要になってい

ます。

高知県庁では、これまで本庁舎・西庁舎・北庁舎で

ISO14001を平成12年に認証取得し、エコオフィス活動

を展開してきましたが、前述の理由等により、平成19

年度において、地球温暖化対策を目指した新しい環境

マネジメントシステム（独自システム）の構築を検討

し、平成20年度より取り組みます。

高知県庁環境マネジメントシステムの概要

高知県の環境政策
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県庁の環境マネジメント
システムの見直しについて

［３５０千円］
（循環型社会推進課）本庁舎の雨水利用システム （管財課）

雨水再利用高架水槽（本庁舎屋上）

雨水利用装置の概要、『庁舎設置略図』
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○取組内容
県庁（県立病院・警察除く）では、平成13年４月１

日から「高知県グリーン購入基本方針」に基づき、毎

年グリーン購入実施計画を策定し、重点調達品目及び

調達目標を定めてグリーン購入に取り組んでいます。

具体的な取組（平成19年度）は、国が特定調達品目

として設定している222品目の他に高知県独自の10品

目を加え、18分野232品目を調達する際に、判断基準

に適合したものを優先的に選択して調達するようにし

ています。

グリーン購入の推進 （循環型社会推進課）

分　　　野 判断する主な基準

紙類、役務（納入印刷物） 古紙配合率、白色度、塗工量

文具類、事務用備品 再生材料（再生プラスチック、間伐材等）の使用

OA機器、家電製品、エアコンディショナー等、温水機器等、照明 エネルギー消費効率（省エネルギー）

自動車 排出ガス、燃費

制服・作業服・作業用手袋、インテリア・寝装寝具、その他繊維製品 ペットボトル再生樹脂の使用

農産物 「高知県無農薬・減農薬農産物認証」
「こうち農業ISO14001協定制度」

その他 「高知エコ産業大賞」の各賞の受賞
「高知県リサイクル製品等認定制度」での認定

【県が重点的にグリーン購入を調達する際に判断する主な基準について】

【高知県独自の重点調達品目（１０品目）】

分　野

２  文具類

高知県独自の重点調達品目

名刺

１３ 設備 木質ペレットストーブ・木質ペレットボイラー

１５ 公共工事 FSC製品

１６ 農産物 野菜、果物、茶、米

１７ その他
「高知エコ産業大賞」の各賞を受賞した製品やサービス
「高知県リサイクル製品等認定制度」において認定され
たリサイクル製品（認定期間中のものに限る）

高知県グリーン購入基本方針（要旨）

〈目的〉
　・県の業務活動から生じる環境負荷の低減
　・県民、事業者等におけるグリーン購入の喚
　　起
　・環境物品等への需要の転換促進
〈基本原則〉
　・調達総量の削減
　・必要のない機能、利便性の排除
　・ライフサイクル全体について考慮したもの
　　を選択
　・在庫管理の徹底
〈実績の把握、公表〉
　・四半期ごとに調達実績を集計し、ホームペ
　　ージ等を通じて公表する

分　野 適合環境物品等調達目標重点調理
品目数

１  紙類 １００％８

２  文具類 １００％８０

３  事務用備品 １００％１０

４  OA機器 １００％１７

５  家電製品 １００％５

６  エアコンディショナー等 １００％３

７  温水機器等 １００％４

８  照明 １００％３

１０ 消火器 １００％１

１１ 制服・作業服・作業用手袋 １００％３

１２ インテリア・寝装寝具 １００％１０

１３ その他繊維製品 １００％３

１７ 農作物 ４

１８ その他 ２

９  自動車等 判断基準に適合する自動車や
機器の調達に努める５

１４ 設備 判断基準に適合する重点調達
品目を調達するように努める

判断基準に適合する重点調達
品目を調達するように努める

７

１５ 公共工事 判断基準に適合する重点調達
品目を調達するように努める５８

１６ 役務
判断基準に適合する役務の調達
に努める（ただし、印刷について

は１００％）
９

【平成１９年度重点調達品目数及び適合環境物品等調達目標】



○平成18年度（18年4月から19年3月）の取組結果
重点調達品目のうち、本庁の総務事務センター単価

契約で調達するコピー用紙及び文具類は、全て適合品

が調達できています。また、県庁（病院・警察除く）

で集計をしているものの調達率は、全体で99.8％とな

っています。（下表は総務事務センター単価契約分を

含んでいます。）

用語解説
グリーン購入
商品やサービスを購入する際に、価格・機能・品質だけでなく、

「環境」の視点を重視し、環境への負荷ができるだけ少ないものを

優先的に購入することです。

高知県の環境政策

22

高
知
県
の
環
境
政
策



高知県の環境政策

23

高
知
県
の
環
境
政
策

詳しくは、循環型社会推進課のホームページを参照

願います。

【配慮の状況】
平成11年度から18年度までの８ヶ年で合計720件

（平成18年度は23件）の工事を評価してきました。

配慮できなかった理由としては、予算制約、住民の

意向のほか、防災面、安全面や経済性の優先などがあ

りました。

【平成18年度の具体的な配慮例】
平成18年度の事業（工事）で取り組んできた配慮の

具体的な内容を抜粋して紹介します｡

（砂防事業）西ノ川通常砂防工事
スリット型の砂防堰堤を施工し、スリット部通水部

分の底面処理について、河道内に堆積している自然石

を利用し高低差の緩和及び流速の減勢を図り魚類や水

中生物の移動経路の確保をしました。

【概　要】
県が公共事業等のハード事業を行う際に、文化環境

配慮方針に基づき、環境負荷の軽減と地域文化の保

存・活用を継続的に行う全庁的なシステムとして、平

成11年度から実施しています｡

対象は、県が行う公共事業等のハード事業の全事業

種別となっていますが、事業費が一定規模以上の対象

工事について、平成17年度までは自己評価でしたが平

成18年度からは工事発注前に検討会を行い、より効果

のある環境配慮を検討しています。

配慮の内容は、文化環境配慮方針の項目の中からそ

れぞれの現場において検討が必要と思われる項目をと

りあげ、その項目等について検討を行い、工事後はで

きた環境配慮について情報発信・情報共有しています。

【システムフロー】

【配慮方針とは】
配慮項目は下記のように、全事業種別が対象の「共

通配慮事項」と、事業種別ごとに異なる「個別配慮事
項」から構成されており、共通配慮事項は図のような
４分野で25項目設定し、また、個別配慮事項は事業種

別ごとに３～13の項目を設定しています｡

例えば、共通配慮事項の「健全な生態系の維持・創

造」の分野では、「多様な生態系の維持・創造」、「動

物の移動経路の確保」などの項目を設け、生態系への

環境保全を検討、実施します｡

また、河川事業の個別配慮事項では、「多自然型工

法の導入の検討」や「魚の産卵、遡上時期の工事の回

避」などの項目を設けて、河川工事が環境へ影響する

ことについて検討します。

文化環境評価システム （循環型社会推進課）

【全景】

落差部分をスロープ状にし、現地石を配置（写真上）

砂防ダム上下流で確認された「ツガニ」(左)と「手長エビ」



【平成19年度の取組】
平成19年度は、以下の全20工事を対象として環境配

慮を進めています。

■一般道路事業　　　　４　　■河川事業　　　　１

■砂防事業　　　　　　３　　■都市公園事業　　１

■住宅建築関係事業　　１　　■海岸整備事業　　１

■港湾建設事業　　　　１　　■漁港整備事業　　２

■林道整備事業　　　　２　　■治山事業　　　　１

■ほ場整備事業　　　　１　　■農道整備事業　　１

■用排水施設整備事業　１　　　　　　計　　　　20

それぞれの工事において、予算的な制約はあります

が、今後さらに職員による文化・環境への配慮が高ま

り、環境負荷への軽減と地域文化の保存、活用が継続

的に行われていくように努めていきます｡

（ほ場整備事業）
東又東部地区経営体育成基盤整備弘見工区その2工事

ほ場整備による用排水路施工により、生物の水路へ

の落ち込み等が考えられ、そのため、水路へ落下した

カエル･ヘビ等が水路から脱出できるように、這い上

がり施設を施工し移動経路を確保しました。（近隣小

学生参加の水生生物の保全も実施しました。）

（漁港整備事業）佐賀漁港広域水産物供給基盤整備工事
突堤設置において、港内水質変化による畜養水面等

への影響を最小限にとどめ、藻場形成機能を有する自

然調和型の構造を採用することにより、新たな生物生

息場の創出が可能となり、沿岸域における生物多様性

環境の創造を目指しました。施工前に海中調査を行っ

た結果、一部の既設被覆ブロック上にサンゴ等の生息

が確認されたため、撤去・水中仮置、元位置への復旧

を行い、サンゴ等の保護に努めました。

基礎捨石は洗浄した汚れの少ないものを使用し、ま

た、中詰砂は投入前にケーソン内水の排水を行い、濁

水の発生・流出の低減に努めました。
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用水路の這上施設

復旧後の被覆ブロック

ケーソン内排水状況

「ドジョウ救出作戦」の様子

佐賀漁港内の藻・サンゴの状況（H18調査）
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○概要
高知らしさあふれる文化の県づくりを推進するた

め、県等が公共事業等を行う際に、各分野の専門家か

らアドバイスを受けることのできる文化環境アドバイ

ザー制度を、平成７年度から実施しています。

○アドバイザー
まちづくり（景観・建築）、自然・環境、デザイン

の各分野の専門家　23名

○アドバイス実績

○概要
県では、文化の振興、環境の保全及び県民生活の向

上に功績のあった個人や団体を対象として、平成８年

度から文化環境功労者表彰を実施しています。

○表彰分野
①芸術の振興、文化財の保護など文化芸術の振興及

び国際交流に尽くしたもの。

②自然環境の保護、廃棄物の処理、循環型社会づく

りなど環境の保全に尽くしたもの。

③消費生活、安全安心まちづくり、社会貢献活動、男

女共同参画など県民生活の向上に尽くしたもの。

○平成18年度受賞者（団体）

○平成19年度受賞者（団体）
文化環境アドバイザー制度（文化環境企画課）

文化環境功労者表彰制度 （文化環境企画課）

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

１４件

７件

６件

芸術文化
文化財

文化財

自然保護
文化財

自然保護

国際交流

田辺　寿男

山本　武雄、酒井　明

中山　紘一

岡田　光男

高知ＳＧＧ善意通訳クラブ、
特定非営利活動法人アジア文化交流会

芸術文化

文化財の保護
自然環境の保護

国際交流

野中　秀偉、岡本　倫枝

大脇　保彦、入交　幸三

吉川　浩史、
高知市立高知商業高等学校生徒会




